
（　歳　入　）

地方消費税交付金 　千円

　　うち社会保障財源化分 　千円

（　歳　出　）

「社会保障４経費」及び「その他社会保障施策」に要する経費 　千円

【経費の内訳】 （単位：千円）

うち地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

社 会 福 祉 費 2,723,054 1,061,112 18,800 56,085 1,587,057 312,771

児 童 福 祉 費 2,013,278 1,505,168 2,300 251,798 254,012 50,060

生 活 保 護 費 273,101 214,478 0 0 58,623 11,553

小 計 5,009,433 2,780,758 21,100 307,883 1,899,692 374,384

保 健 衛 生 費 548,533 84,394 3,300 52,096 408,743 80,554

清 掃 費 346,831 0 0 6,548 340,283 67,062

小 計 895,364 84,394 3,300 58,644 749,026 147,616

5,904,797 2,865,152 24,400 366,527 2,648,718 522,000

522,000

令和７年度当初予算 地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当内訳書

　平成２６年４月１日より、消費税率の引き上げに伴い、地方消費税率についても税率が引き上げられました。
この引上げ分の地方消費税収については、すべて社会保障施策に要する経費に充てることとされており、当
市における令和７年度当初予算の使途・充当状況について、下記のとおりお示しいたします。

957,000

5,904,797

経　　　　費　　　　名 経　　　費

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

民

生

費

衛

生

費

合　　　　　　　　　計

「社会保障４経費」 ・・・ 制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費
　　　　　　　　　　　　　　　（消費税法第１条第２項）

「その他社会保障施策」 ・・・ 社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策

※地方消費税率の引き上げ分については、次の考えにより計算をしております。

平成２６年４月１日より前の地方消費税率１００分の２５（消費税率換算１％）を基準として

・令和元年９月３０日までは、地方消費税率６３分の１７（消費税率換算１．７％） ⇒引き上げ分０．７％相当として計算

・令和元年１０月１日以降は、地方消費税率７８分の２２（消費税率換算２．２％） ⇒引き上げ分１．２％相当として計算


